













































































パート有期労働法に一本化された（2020年 4 月 1 日施行）。また、労働者
に対する待遇に関する情報提供や説明義務も強化されることになった。
　改正法は、労働者が多様な働き方を自由に選択できるようにし、雇用形
態にかかわらず公正透明な処遇を実現することを目的としている。そし
て、労働者の処遇を改善し、不合理な待遇の相違を解消するための取り組
みが強化されたと言える。また、合理的に説明できる賃金体系の構築を促
す効果も期待されている。しかしながら、今回の法改正は、非正規と正規
労働者間の不合理な待遇の相違を禁止するものであり、「同一（価値）労
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働同一賃金」に関する国際基準とは異質なものと指摘できよう。さらに、
どのような相違が「不合理」といえるかについて、「短時間・有期雇用労
働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針」（平成
30年厚生労働省告示430号）が出されたとはいえ、その解釈は容易ではな
く、労使が理解しやすい基準になっているかが疑わしい。
５．まとめ
　このように、働き方改革関連法は、労働者がそれぞれの事情に応じた多
様な働き方を選択できる社会を実現する「働き方改革」を推進するため、
長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない
公正な待遇の確保等の政策目標に応える形で内容形成してきた。
　様々な側面で労働者保護の強化を図った点では、積極的に評価したい
が、以上見てきたように、法制度の抜本的な改革というより、政策による
直接の介入が多いがゆえに、その内容や方向性については、疑念を抱く点
も少なくなかった。そして、当初政策課題として挙げられたテーマに関し
て、法改正という形で対応したのは、主に長時間労働や雇用格差等一部の
課題に過ぎなかった。とはいえ、少なくとも、長時間労働の是正と雇用格
差の解消に関して、働き方改革関連法による一定の効果を期待したい。た
だ、改正法の全面的な施行に伴って、解釈基準、履行確保の手法をめぐっ
て、様々な課題が浮かび上がってくる可能性もあろう。
